
様式第１号                                         

審 査 基 準 整 理 票 
 
 

  処 分 名      

 

火薬類の消費許可（煙火に係るものに限る。） 

 

  根拠法令名 

 

火薬類取締法（昭和25年法律第149号） （条項）第２５条第１項 

 

  基準法令名 

 

火薬類取締法（昭和25年法律第149号） 

火薬類取締法施行規則（昭和25年通商産業省令第88号） 

（条項）第２５条第２項 

（条項）第５６条の４ 

  

  所管部署      

 

 

       消防局     予防課     調査係 

  

 標準処理期間        

 

 

         ２１日 

 

 

 法定処理期間        

 

 

          日 

  

 【審査基準】 ・文書の名称【 火薬類譲受・消費許可申請書等の手引き        】 

        ・掲載図書等【                           】 

        ・内容    ■全部記載   □一部・項目のみ記載 

 

火薬取締法第２５条第２項に規定する「その爆発又は燃焼の目的、場所、日時、数量又は方法が

不適当であると認めるときその他その爆発又は燃焼が公共の安全の維持に支障を及ぼす恐れがある

と認めるとき」に該当せず、かつ、火薬類取締法施行規則第５６条の４第４項の規定を遵守しない

おそれがないことを基準とする。 

なお、同条第４項第１号に規定する「通路、人の集合する場所、建物等に対し安全な距離をとる

こと」の「距離」とは下記のとおりである。 

  ①打揚煙火（スターマインを含む。） 

打揚煙火の区分 保安距離 

２号（直径   ６ｃｍ以下） 半径   ５０ｍ以上 

２．５号（直径 ７．５ｃｍ以下） 半径   ６５ｍ以上 

３号（直径   ９ｃｍ以下） 半径   ８０ｍ以上 

４号（直径  １２ｃｍ以下） 半径  １１０ｍ以上 

５号（直径  １５ｃｍ以下） 半径  １４０ｍ以上 

６号（直径  １８ｃｍ以下） 半径  １８０ｍ以上 

７号（直径  ２１ｃｍ以下） 半径  ２００ｍ以上 

８号（直径  ２４ｃｍ以下） 半径  ２３０ｍ以上 

１０号（直径  ３０ｃｍ以下） 半径  ２８０ｍ以上 

１５号（直径  ４５ｃｍ以下） 半径  ３５０�以上 

２０号（直径  ６０ｃｍ以下） 半径  ４００ｍ以上 

３０号（直径  ９０ｃｍ以下） 半径  ６００ｍ以上 

  注.スターマインについては最大のものを基準とする。 

 

 

 

 



 ②仕掛煙火（枠仕掛）枠の高さの１．５倍以上 

  但し、爆発音を発するものを付属する場合は、３０ｍ以上 

 

 また、同条第４項第２に規定する「強風その他の天候上の原因により危険の発生するおそれのある

場合には、煙火の消費を中止すること」の「危険の発生するおそれのある場合」とは下記のとおりで

ある。 

① 強風（樹木の大枝が動く程度以上の風で、風速が毎秒１０ｍ以上）の場合 

② 台風等荒天の場合 

③ 火災警報が発令された場合 

④ 船上において消費する場合は、波浪により船が大きく傾く場合 

⑤ 波浪が設置場所におよぶ場合 

⑥ 上記①から③の状況が切迫して発生すると判断される場合 

 

参  考 

［根拠法令］ 

火薬類取締法 第２５条 

火薬類を爆発させ、又は燃焼させようとする者（火薬類を廃棄するため爆発させ、又は燃焼さ

せようとする者を除く。以下「消費者」という。）は、都道府県知事の許可を受けなければなら

ない。但し、理化学上の実験、鳥獣の捕獲若しくは駆除、射的練習、信号、観賞その他経済産業

省令で定めるものの用に供するため経済産業省令で定める数量以下の火薬類を消費する場合、法

令に基きその事務又は事業のために火薬類を消費する場合及び非常災害に際し緊急の措置をと

るため必要な火薬類を消費する場合は、この限りでない。 

２ 都道府県知事は、その爆発又は燃焼の目的、場所、日時、数量又は方法が不適当であると認め

るときその他その爆発又は燃焼が公共の安全の維持に支障を及ぼす虞があると認めるときは、前

項の許可をしてはならない。 

３ 都道府県知事は、第１項の許可をした後において、その許可に係る火薬類の爆発又は燃焼が公

共の安全の維持に支障を及ぼすおそれが生じたと認めるときは、爆発又は燃焼前に限り、その許

可を取り消すことができる。 

４ 前各項に定めるもののほか、消費に関し必要な事項は、経済産業省令で定める。 

 

 ［基準法令］ 

   火薬類取締法施行規則第５６条の４ 
消費場所において煙火を取り扱う場合には、第五十一条第十四号、第十七号及び第十八号の規定を

準用するほか、次の各号の規定を守らなければならない。  

一  煙火を運搬するときは、衝撃等に対して安全な措置を講ずること。  

二  煙火は、使用前に吸湿、導火線の損傷その他異常の有無を検査し、異常のある場合には、当該

煙火を使用しないこと。  

三  前号の検査により使用に適さないと判断された煙火は、その旨を明記したうえで、次項本文

の規定により設けられた煙火置場（同項ただし書の場合にあつては、火薬庫又は第十五条第一項の 



表の貯蔵する者等の区分の欄に掲げる場所）に返送すること。 

四  消費場所においては、やむを得ない場合を除き、次項の規定により設けられた煙火置場、打揚

筒の設置場所又は仕掛煙火の設置場所以外の場所に、煙火及び煙火の打揚等に使用する火薬類を

存置しないこと。  

五  煙火が爆発又は燃焼しているときは、打揚火薬の計量をしないこと。  

六  煙火の消費場所の付近に消火用水を備える等消火のための準備をすること。  

七  煙火を取り扱う場合には、酒気を帯びていないこと。  

２  消費場所においては、煙火の管理及び打揚等の準備をするために必要があるときは、煙火置場を

設けなければならない。ただし、一日の消費見込量が無許可消費数量以下の消費場所については、

この限りでない。  

３  前項の煙火置場は、次の各号の規定によらなければならない。  

一  煙火置場は、打揚筒の設置場所、仕掛煙火の設置場所及び火気を取り扱う場所に対し、二十メ

ートル以上の距離をとること。ただし、船上で煙火を消費する場合その他やむを得ずこの距離を

とることができない場合には、星の衝突等による衝撃が煙火置場の内部に及ばないように措置を

講ずること。  

二  煙火置場は、日光の直射及び雨露を防ぎ、安全に作業ができるような措置を講ずること。  

三  煙火置場に煙火及び煙火の打揚等に使用する火薬類を存置する場合には、見張人を常時配置す

ること。  

四  煙火置場の周囲には、「煙火」、「立入禁止」、「火気厳禁」等と書いた警戒札を建てること。  

五  煙火及び煙火の打揚等に使用する火薬類を存置する場合には、これらにおおいをする等消費中

の煙火の火の粉等により着火しないような措置を講ずること。  

４  煙火（手筒煙火を除く。以下この項及び次項において同じ。）を消費する場合には、次の各号の

規定を守らなければならない。  

一  打揚煙火の打揚筒及び仕掛煙火の設置場所は、消費する煙火の種類及び重量に応じて、通路、

人の集合する場所、建物等に対し安全な距離をとること。  

二  煙火の消費に際して、強風その他の天候上の原因により危険の発生するおそれのある場合に

は、煙火の消費を中止すること。  

三  打揚筒の設置場所に携行する煙火の数量は、当該打揚げに必要な数量を超えないこと。  

四  煙火を打ち揚げる場合には、打揚筒の設置場所に携行された煙火及び打揚火薬は、容器に収納

し、取出しのつど完全に蓋をし、又はおおいをすること。  

五  打揚筒は、風向を考慮して上方その他の安全な方向に向け、かつ、打揚げの際の衝撃により当

該打揚筒の方向が変化しないように確実に固定すること。  

六  打揚筒の使用中は、必要に応じてその内部を掃除すること。  

七  消費の準備の終了した仕掛煙火（火の粉により点火しないよう必要な措置が講じられているも

のを除く。）から二十メートル以内の場所においては、煙火を打ち揚げないこと。ただし、当該

仕掛煙火から二十メートル以内の場所に関係人がいない場合は、この限りでない。  

八  上空に打ち揚げ開かせる煙火は、通路、人の集合する場所、建物等に対して二十メートル以上

の安全な高さで開かせること。  

九  煙火を打揚筒内に入れるときは、紐等を用いて静かに降下させること。ただし、連発打揚げを



する場合には、この限りでない。  

十  煙火の消費に際しては、あらかじめ定めた危険区域内に関係人のほかは立ち入らないような措

置を講じ、危険がないことを確認した後でなければ点火しないこと。  

十一  直径三センチメートルを超える煙火を打ち揚げる場合には、離隔距離（打ち揚げようとする煙

火の打揚筒から関係人までの距離をいう。以下この号において同じ。）が二十メートル以上とな

るようにすること。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。  

イ 直径二十四センチメートル以下の球状の煙火を打ち揚げる場合であつて離隔距離が五メー

トル未満となる場合において、打揚筒が破裂したときに発生する飛散物（以下この号及び第十

四号において「飛散物」という。）を遮断する防護措置を講ずるとき。 

ロ 直径二十四センチメートルを超え直径三十センチメートル以下の球状の煙火を打ち揚げる

場合であつて離隔距離が五メートル以上二十メートル未満となる場合又は直径三十センチメ

ートルを超え直径六十センチメートル以下の球状の煙火を打ち揚げる場合であつて離隔距離

が十メートル以上二十メートル未満となる場合において、飛散物の威力を軽減する防護措置を

講ずるとき。 

ハ 直径二十四センチメートル以下の球状の煙火を打ち揚げる場合であつて離隔距離が五メー

トル以上二十メートル未満となる場合において、飛散物に対する安全対策を講ずるとき。 

十二  直径三センチメートルを超える煙火を打ち揚げる場合には、電気又は導火線により点火するこ

と。ただし、前号イの場合は、この限りでない。  

十三  第十一号イの場合（直径三センチメートル以下の球状の煙火を打ち揚げる場合を除く。）には、

当該打揚げに使用する打揚筒は、他の打揚げに従事している者に係る打揚筒に対して二メートル

以上の距離をとること。  

十四  第十一号ロの場合には、当該打揚げに使用する打揚筒は、軽量の飛散物となるような材質のも

のをできるだけ使用すること。  

十五  点火後、煙火が打ち揚がらない場合には、次の規定を守ること。  

イ 打揚筒内をのぞき込まずに直ちに打揚筒から離れること。 

ロ 十分な時間が経過した後に、打揚筒内に多量の水を注入する等の当該煙火が打ち揚がらない

措置を講じ、煙火を取り出すこと。 

十六  不発の煙火がある場合には、すみやかに回収して水に浸す等の適切な措置を講ずること。  

５  煙火の消費に際し、電気点火を行う場合には、次の各号の規定を守らなければならない。  

一  点火には、点火玉又は電気導火線を用いること。  

二  点火玉又は電気導火線は、できるだけ導通又は抵抗を試験すること。この場合において、試験

器は、あらかじめ電流を測定し、〇・〇一アンペアを超えないものを使用し、かつ、危害予防の

措置を講ずること。  

三  落雷の危険がある場合には、点火玉又は電気導火線に係る作業を中止する等の適切な措置を講

ずること。  

四  漏えい電流により点火するおそれがある場合には、電気点火をしないこと。ただし、安全な方

法により行う場合には、この限りでない。  

五  電気点火器及び電池は、乾燥したところに置き、使用前に起電力を確かめること。  

六  点火母線は、電気点火器の出力電圧に耐え得る絶縁効力のあるもので機械的に強力なものを使



用し、使用前に断線の有無を検査すること。  

七  点火母線を敷設する場合には、電線路その他の充電部又は帯電するおそれが多いものから隔離

すること。  

八  電気点火器と点火母線との接続後は、打揚筒に近づかない等の危害予防の措置を講ずること。 

九  点火に際しては、電圧並びに電源、点火母線及び点火玉又は電気導火線の全抵抗を考慮した後、

点火玉又は電気導火線に所要電流を通ずること。  

十  電気点火器には、当該電気点火器による点火作業に従事する者以外の者が点火することができ

ないようにする措置を講ずること。  

十一  電流回路は、点火する前に導通又は抵抗を試験し、かつ、試験は、関係人が安全な場所に退避

したことを確認した後、安全な場所で実施すること。  

６  手筒煙火を消費する場合には、次の各号の規定を守らなければならない。  

一  手筒煙火の消費場所は、当該手筒煙火に詰められた黒色火薬の重量に応じて、通路、人の集合

する場所、建物等に対して安全な距離をとること。  

二  手筒煙火の消費に際して、強風その他の天候上の原因により危険の発生するおそれのある場合

には、手筒煙火の消費を中止すること。  

三  手筒煙火の消費中は、他の手筒煙火を消費している者に対して安全な距離をとること。  

四  火の粉が十分に噴き出している間は、噴出口及び筒底を自己又は他人の身体に向けないこと。  

五  手筒煙火の消費に際しては、あらかじめ定めた危険区域内に関係人のほかは立ち入らないよう

な措置を講じ、危険がないことを確認した後でなければ点火しないこと。  

六  手筒煙火に点火しても火の粉が噴き出さないときは、噴出口をのぞき込まずに、噴出口から筒

に多量の水を注入すること。  

 

＊審査基準の内容すべてを記載することができないときは、当該審査基準が記載された図書等の縦覧をも

って代えることができる。 


